
随意契約（プロポーザル等を除く）一覧表（建設局分）（令和8年6月分） 別紙３ 

№ 担当課
問合せ先
（直通）

業務名 契約業者名
契約金額

（税込）（円）
契約日 随意契約の理由及び根拠法令

随意契約の
種別

備考

1
連続立体
推進課

228-7573
高野線連続立体交差事業支障
物件再算定業務(8-6)

（株）平和ITC 大阪支店 2,486,000 R8.6.25

本業務は、南海電気鉄道高野線連続立体交差事業及び関連事業の実
施に伴い、令和6年度の支障物件調査業務（以下「原契約」という。）によ
り算定した補償物件の補償金額について、再算定（時点修正）を行うもの
である。
　支障物件調査業務及び当該再算定業務においては、権利者の生活基
盤又は営業基盤に大きな影響を及ぼす財産を、市の事業のためにやむ
を得ず手放していただくものであることから、適切な業務履行はもとより、
市と連携しつつ、権利者に対する説明責任を十分に果たし、かつ、親切
丁寧な対応を行うことが求められる。特に再算定業務においては、原契
約の受注者以外の者が当初履行時における現地状況及び個別具体の
取り決め等を十分に把握することは困難であり、これらを踏まえた適正
な算定及び権利者の心情等に配慮した対応を行うためには、業務の継
続性が不可欠である。
　また、当該補償対象物件は堺東駅に隣接しており、本事業において早
期取得が必要な箇所である。権利者との交渉は鋭意継続しているところ
であるが、これまで提示してきた補償金額の有効期限が満了しているこ
とから、速やかな合意形成を図るためには、再算定を早急に実施する必
要がある。
　以上のことから、原契約の受注者である当該業者は、補償対象となる
建物等の状況及び調査内容を熟知しており、業務の円滑な遂行が可能
である。また、履行期間の短縮及び経費の節減も見込まれることから、
当該業者と随意契約を締結するものである。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号）
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